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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ 1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン AsC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB    

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）



�

JAEA-Review 2014-015

JAEA-Review 2014-015 

 

沿岸域プロジェクト 

－関係機関における議論の内容と得られた成果の概要－ 

 

 

日本原子力研究開発機構  

地層処分研究開発部門 幌延深地層研究ユニット 

 

（編）笹本 広 

 

 

（2014 年 2 月 21 日 受理） 

 

 

本報告では，平成 19 年度～平成 24年度までの 6年間にわたり実施された沿岸域プロジェクト

について，プロジェクトに関係した各機関による連携・協力の枠組みや各機関が参加する全体会

議で議論された内容等を中心に整理した。 

また，沿岸域プロジェクトにおける議論も踏まえ，各関係機関により実施された調査・評価に

より得られた成果の例や，得られた成果の体系化に向けた取り組みの例について，その概要をま

とめた。 

沿岸域プロジェクトにより，幌延の沿岸域における調査・評価を通じて得られた成果は，高レ

ベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発において，沿岸域を対象とした調査・評価技

術の体系化や沿岸域における研究開発要素の研究成果の統合に係る一例として整備された。 
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A project of coastal site characterization was performed with the project partners for 

6 years from the fiscal year 2007 to 2012. This report summarized a frame-work for 

cooperation among the project partners and the summary of discussions through the project 

meetings. 

Additionally, the followings were also presented in this report considering the 

discussions in the project; examples of products obtained through development of 

investigation and evaluation techniques for coastal site characterization and the current 

status for integration of R&D products. 

A challenge performed through the project of coastal site characterization at Horonobe 

area could be a representative example for development of methodology to summarize the 

existing investigation and evaluation techniques, and to integrate the various products 

obtained in the coastal site investigations, from the view point of R&D for the management 

of high-level radioactive waste in Japan. 

 

 

 

 

Keywords: Coastal Site, Characterization, Horonobe, R&D, Waste Management 

 

 

 

��

JAEA-Review 2014-015



目 次 

 

1.  はじめに ······································································· 1 

2.  沿岸域プロジェクトにおける目標と研究開発課題 ··································· 4 

3.  沿岸域プロジェクトの工程 ······················································· 4 

4.  各年度における検討項目・検討内容 ··············································· 9 

4.1 平成 19 年度における検討項目・検討内容 ······································· 9 

4.2 平成 20 年度における検討項目・検討内容 ······································ 11 

4.3 平成 21 年度における検討項目・検討内容 ······································ 13 

4.4 平成 22 年度における検討項目・検討内容 ······································ 14 

4.5 平成 23 年度における検討項目・検討内容 ······································ 16 

4.6 平成 24 年度における検討項目・検討内容 ······································ 16 

5.  本プロジェクトを通じて得られた成果の例 ········································ 18 

5.1 沿岸域を対象とした調査・評価技術の整備 ····································· 18 

5.2 得られた成果の体系化に関わる取り組み ······································· 25 

6.  おわりに ······································································ 33 

 

謝辞  ············································································ 33 

参考文献  ········································································ 34 

 

 

���

JAEA-Review 2014-015



Contents 

 

1.  Introduction ··································································· 1 

2.  Goal and R&D subjects for the project of coastal site characterization·········· 4 

3.  Schedule for the project of coastal site characterization ······················ 4 

4.  Discussion items and contents for each fiscal year ····························· 9 

4.1 Discussion items and contents for the year 2007 ····························· 9 

4.2 Discussion items and contents for the year 2008 ···························· 11 

4.3 Discussion items and contents for the year 2009 ···························· 13 

4.4 Discussion items and contents for the year 2010 ···························· 14 

4.5 Discussion items and contents for the year 2011 ···························· 16 

4.6 Discussion items and contents for the year 2012 ···························· 16 

5.  Examples of R&D products obtained through the project ························· 18 

5.1 Development of investigation and evaluation techniques for coastal site  

characterization ··························································· 18 

5.2 Challenges for integration of R&D products ································· 25 

6.  Summary ······································································· 33 

 

Acknowledgements  ································································ 33 

References  ······································································ 34 

 

 

 

 

�v

JAEA-Review 2014-015



表リスト 

 

表 1 沿岸域プロジェクトにおける主な調査項目と工程 ·································· 5 

表 2 概要調査段階に求められると考えられる地下水の流動特性に関わる情報の例と 

それに対する地下水年代測定技術の適用による評価の例 ··························· 23 

表 3 沿岸域を対象とした調査・評価で必要な情報とそれらの情報の取得にあたっての 

一般的な技術的課題 ··························································· 27 

表 4 幌延の沿岸域を対象とした重要な調査対象および主要な技術的課題 ················· 31 

 

 

図リスト 

 

図 1 沿岸域プロジェクトにおける関係機関の連携・協力に関わる枠組み ·················· 3 

図 2 幌延の沿岸域において行われた主な調査箇所の概略の位置 ·························· 6 

図 3 浜里地区で行われたボーリング孔の配置図 ········································ 7 

図 4 沿岸域における地質構造・断層や塩淡境界等を調査するための物理探査手法 

の適用概念の例 ······························································· 18 

図 5 幌延沿岸域における物理探査測線 ··············································· 19 

図 6 幌延沿岸域の MA11 ラインにおける海域接合の比抵抗構造のモデル図 ················ 19 

図 7 幌延沿岸域におけるボーリング調査結果の一例 ··································· 20 

図 8 幌延の沿岸域における DD-1 孔で得られた地下水に基づく地下水年代の評価結果の一例 21 

図 9 地下水の年代測定技術とその適用結果 ··········································· 22 

図 10 地下水年代測定技術の適用方法の概念 ·········································· 23 

図 11 幌延沿岸域を対象とした地形・地質構造の変遷モデルの例 ························ 24 

図 12 幌延沿岸域を対象とした海水準・地下水涵養量の変動を考慮した 

長期的な地下水流動の解析例 ·················································· 25 

図 13 次世代型サイト特性調査情報統合システム（ISIS）の全体構成 ···················· 26 

図 14 沿岸域を対象とした場合の統合化データフローダイヤグラム ······················ 29 

図 15 幌延の沿岸域を例にした地質環境調査の手順整備の例 ···························· 33 

 

 

 

 

 

v

JAEA-Review 2014-015



 

This is a blank page. 



- 1 -

１．はじめに 

 

わが国の高レベル放射性廃棄物の地層処分計画を進めていく上では，地層処分の技術的信頼性

を更に高め，実際の処分事業や安全規制の基盤となる技術を確立していくための研究開発を着実

に進めることが必要である。 

このため，経済産業省資源エネルギー庁では，地層処分の研究開発を全体として計画的かつ効

率的に進め，処分実施主体や国の安全規制への効果的な成果の反映がなされるよう，地層処分研

究開発に係る関係研究機関の連携の強化も念頭に，体系的かつ中長期的な視点で研究開発計画を

検討・調整するため，「地層処分基盤研究開発調整会議（以下，調整会議と略す）」を平成 17年

7 月に設置した 1)。調整会議では，平成 16年度に策定された「研究開発全体マップ」をベースに，

大学等有識者からの意見やレビューを踏まえ，「高レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開発

に関する全体計画（以下，全体計画と略す）」を策定した 1)。以下，全体計画 1)での記述をもとに，

本報告である「沿岸域プロジェクト」の実施に至る経緯をまとめる。 

全体計画では，地層処分基盤研究開発の進め方として，柔軟性と具体性の確保を念頭に，第 2

次取りまとめ以降，5年程度を 1つの節目として捉え，段階的な研究フェーズ（フェーズ 1：平成

17 年頃まで，フェーズ 2：平成 22年頃まで，フェーズ 3：平成 20年代後半頃まで）を設定し，研

究開発が展開されている。 

地層処分研究開発の基盤研究開発は，「地質環境調査評価技術」，「処分場の工学技術」，「性

能評価技術」の 3分野に分けて研究開発が進められている。このうち，「地質環境調査評価技術」

については，フェーズ 1 において，「地質環境特性」，「地質環境の長期安定性」および「深地

層の工学的技術の基礎の開発」の 3つの分類で進められた。フェーズ 2以降は，フェーズ 1で「地

質環境特性」の細目の 1つであった「総合的な調査評価技術」を新たな分類として位置づけ，「総

合的な調査評価技術」，「地質環境特性調査評価技術」，「地質環境の長期安定性調査評価技術」

および「深地層における工学技術」の 4分類の構成とされた。 

フェーズ 2 における「総合的な調査評価技術」では，細目として「多様な地質環境を対象とし

た調査評価技術」と「特定の地質環境を対象とした調査評価技術（結晶質岩，堆積岩，沿岸域）」

が設定された。前者は，わが国の多様な地質環境を対象に網羅的・概括的な視点で調査評価技術

の体系的整備を目指し，後者は，深地層の研究施設計画など，特定の地質環境を対象とした調査

や解析を通じて，地質環境を総合的に理解しつつ，調査評価技術の信頼性確認と体系化を目指す

こととなっている。このうち，後者における沿岸域（海岸線付近の陸地から浅海域までを含む）

の地質環境については，内陸地域に比べて調査の実績が少なく，また海水の影響や塩淡境界の分

布を考慮する必要があるなど，研究開発の余地が大きいと考えられた。 

調整会議では，フェーズ 2 における沿岸域を対象とした研究開発の課題や進め方を整理するに

あたり，地質環境ワーキンググループにタスクフォースを設け，「地質環境特性調査評価技術」

とあわせて，現状の技術レベルなどを確認するとともに，段階的にサイトの調査評価を進めるた

めの体系的な方法論の確立を目指した今後の研究開発の進め方や具体的な課題を検討した。 

その結果，基本的には既存技術の適用により内陸域と同様の調査が可能と考えられるが，沿岸

域については調査の実績や経験的な知識が少ないため，現象の理解および技術の体系化の観点か

ら以下のような取り組みが重要であるとの結論に至った。 
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調査評価技術の体系化に向け，フィールド調査における一連の方法論と関係づけて個々の技術

の適用性を評価していく。 

上記の調査結果などを活用しつつ，地下水流動，地下水年代，水質形成メカニズムの総合的な

解釈を通じて，沿岸域における地下水環境（場）の理解を進める。 

地下水流動については，内陸域と同様の水理地質構造（断層などの不連続構造，低透水性構造）

や動水勾配などに加えて，塩淡境界や海底湧水を把握するための調査技術の整備を進める。 

以上を踏まえ，フェーズ2においては，幌延深地層研究計画の活用も視野に入れて，海域から陸

域までを包含した地質環境を対象に，沿岸域特有の地質環境特性に関する知見を蓄積しつつ，調

査評価技術の信頼性向上と体系化を進めていくこととなった。 

 

 上述したような全体計画の流れを受け，資源エネルギー庁は，平成 19 年度より，「これまで資

源エネルギー庁で実施してきた要素技術開発を発展的に組合せつつ，沿岸域を対象とした地質環

境調査評価技術の体系的実証試験を北海道幌延町の沿岸域などをフィールドとして活用し，実施

する」との方針を定めた 2)。 

 これを受けて，平成 19年度から，資源エネルギー庁の委託事業のうち，沿岸域を対象とした調

査・評価技術に関わる事業の受託機関が相互に連携・協力し，効果的・効率的に事業を進めるた

めの枠組みとして「沿岸域プロジェクト」が開始された。沿岸域プロジェクトは，下記に記した

関連する資源エネルギー庁からの委託事業の一部1が終了する平成 24年度まで継続して行われた。 

① 岩盤中地下水移行評価技術高度化開発：地下水年代測定技術の適用（受託先：電力中央研

究所，以下「電中研」と略す） 

② ボーリング技術高度化開発：コントロールボーリング技術の適用（受託先：電中研） 

③ 地質環境総合評価技術高度化開発：全体計画の策定，体系的な成果の取りまとめ手法の検

討（受託先：日本原子力研究開発機構，以下「原子力機構」と略す） 

④ 沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発：物理探査，ボーリング調査の適用による塩淡

境界・断層などの総合評価手法の構築（受託先：産業技術総合研究所，以下「産総研」と

略す；原子力環境整備・資金管理促進センター，以下「原環センター」と略す） 

  

沿岸域プロジェクトにおける関係機関の連携・協力に関わる枠組みを図 1 に示す。沿岸域プロ

ジェクトでは，プロジェクト全体の目標や計画を共有し，各事業の受託機関がプロジェクト内に

おける役割を認識し，プロジェクトへの反映を念頭に実施内容を最適化していくことが必要であ

る。このため，各機関が参加する全体会議において，調査計画や個別技術の開発方針等を議論し，

必要に応じて全体計画や受託事業における個別の技術開発の内容の見直し等を進めた 2)。なお，

上述した各委託事業の特徴を勘案し，各事業の受託機関は，概略，以下のような担当を担った。 

 

1 地質環境総合評価技術高度化開発および沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発の事業については，

平成 24 年度で終了した。 
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図 1 沿岸域プロジェクトにおける関係機関の連携・協力に関わる枠組み 

 

地質環境総合評価技術高度化開発2を受託した原子力機構は，沿岸域プロジェクトにおける全体

計画の素案検討や全体会議の運営等を担当 

電中研，産総研および原環センターは，原子力機構との共同研究契約に基づき調査研究を担当 

 

本報告書では，沿岸域プロジェクトにおける各機関が参加する全体会議での議論・調整の内容

や，それらを踏まえた方針検討等の内容をもとに，沿岸域を対象とした調査・評価を進める上で

留意すべき事項等を整理した。また，各機関が実施した委託事業の成果をもとに，沿岸域プロジ

ェクトにおける全体会議での議論を踏まえ，各事業において得られた成果の具体例の概略をまと

めた。 

 

 

 

 

 

 

2 原子力機構が受託した「地質環境総合評価技術高度化開発」の事業では，地質環境調査のマネジメン

トや説明に使用できるコンピュータツールの開発および知識・事例のデータベース化を目標とした次

世代型サイト特性調査情報統合システム：ISIS（Information Synthesis and Interpretation System）

が開発された 2)。 
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２．沿岸域プロジェクトにおける目標と研究開発課題 

  

沿岸域プロジェクトにおける目標としては，全体計画 1)のフェーズ 2 において記された沿岸域

を対象とした研究開発の課題や進め方に基づき，「海域から陸域までを包含した地質環境を対象に，

沿岸域特有の地質環境特性に関する知見を蓄積し，調査・評価技術の信頼性向上と体系化を進め

る」ことが設定された 2)。 

 上記の目標に対し，沿岸域プロジェクトでは，地上からの調査・評価を含めた研究開発として

以下のような課題を列挙し，進められた 2)。 

 

既存の技術や知見，幌延や瑞浪の深地層の研究施設計画で整備された地上からの体系的な調

査・評価技術および統合化データフローダイヤグラム3等を活用し，一連の調査・評価の考え方

を体系的に整理する。 

沿岸域のフィールドにおいて，地震波および電磁波を用いた物理探査やボーリング調査等を効

果的に組合せ，各々の調査・評価技術の適用性を確認するとともに，その高度化を図る。これ

により，沿岸域の塩水と淡水の混在する場における地下水流動や水質形成・変化，その時間変

遷等に関する理解を深めるとともに，この様な場に対する調査・評価技術を整備する。 

沿岸域のフィールドにおいて，地下水流動と地下水年代を関連付けて評価する手法や，ボーリ

ング孔内で各種調査を組み合わせたコントロールボーリング技術の開発，海底における地下水

湧水の探査技術の適用性確認等を行い，沿岸域に特徴的な現象や地質環境条件に関する知見を

拡充するとともに，調査・評価技術の信頼性向上を図る。 

沿岸域を対象とした一連の調査・評価技術の適用性確認や信頼性向上等の研究開発成果を統合

するとともに，設計・性能評価の観点から，沿岸域における体系的な調査・評価技術の方法論

を構築する。 

 

 

３．沿岸域プロジェクトの工程 

  

沿岸域プロジェクトは，資源エネルギー庁の委託事業をベースとして進められ，平成 19 年度か

ら，全体で 5 年程度の期間を想定し，進められた。その間，平成 23 年 3 月 11 日に東日本大震災

が発生し，その影響により，平成 23年度の委託事業の一部では，事業規模が縮小される等の影響

が生じ，資源エネルギー庁の委託事業が 1 年間延長された。このため，沿岸域プロジェクトも 1

年間延長し，平成 24年度までの計 6年間にわたり実施された。表 1に沿岸域プロジェクトにおけ

る主な調査項目と工程を示す。また，図 2 は，沿岸域プロジェクトに関連して，幌延の沿岸域に

おいて行われた主な調査箇所の概略の位置を示し，図 3 は，浜里地区で行われたボーリング孔の

配置図を示した。 

 

3 統合化データフローダイヤグラムとは，個別目標と課題を達成するための「調査」から「モデル化・

解析」までの合理的な道すじを示したものである。たとえば，地質環境調査による結果を安全評価や

設計に反映するための合理的な調査項目の組み合わせ方や，調査から解析，評価までのデータの流れ

を整理したものである 3)。 
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表 1 沿岸域プロジェクトにおける主な調査項目と工程 

 

 既存情報調査・整理については，沿岸プロジェクトの初年度（平成 19年度）において，原子力

機構が中心となり実施された 2)。 

陸域における物理探査（電磁探査）としては，平成 19年度は，産総研により，MT／AMT 法4およ

び TME5法を用いて，陸域における深度数 km 程度までの比抵抗値による地下水の塩分濃度の分布の

概略が推定された 4)（図 2 の①の箇所）。平成 20 年度には，原環センターにより，MT／AMT 法お

よび CSEM／CSAMT6法を用いて，陸域および海岸線から 10km 程度の海域を対象に地質構造と比抵抗

値による地下水の塩分濃度の分布の推定が行われた 5)（図 2の②の箇所）。平成 21年度は，産総

研により，陸域および海域を対象に MT／CSEM 法を用いた探査が行われた。陸域の探査では，これ

までに実施された電磁探査の測線の中間および周辺に，従来の測線とほぼ平行な測線を配置した

二次元探査により，地質構造や比抵抗値の詳細が調査された 6)（図 2 の③の箇所）。海域での探

査では，海域用測定器の現地への適用性確認を目的とした予備調査が行われた。平成 22・23 年度

には，産総研により，海岸線から 8km 程度の海域を対象に海域での電磁探査が行われた 7)（図 2

の④の箇所）。探査測線は，平成 19年度に実施された陸域での電磁探査用の 2本の測線を海域に

延長する形に配置され，陸域と海域を接合して解釈できるような調査が試みられた。

4 MT／AMT（Magneto Telluric ／Audio-frequency Magneto Telluric）法とは，自然電磁波により誘導

された電場と磁場を計測することにより，地下数十 mから数十 km までの比抵抗構造を推定する電磁探

査法の 1 つである。 
5 TEM（Transient Electro Magnetic）法とは，地表に設置したループ状のケーブルに直流電流を流し，

人工的に電磁場を生成させた後，その電流を急激に遮断することで地下に渦電流を発生させ，その渦

電流の拡散する様子を地表に設置した磁力計により測定し，地下の比抵抗構造を推定する電磁探査法

の 1つである。 
6 CSEM／CSAMT（Controlled Source Electro Magnetic ／Controlled Source Audio-frequency Magneto 

Telluric）法とは，自然電磁場を利用した MT 法を応用したもので，人工送信源を用いて，浅部におけ

る地下の比抵抗構造の探査精度を向上させた電磁探査法の 1つである。 

 

- � -

JAEA-Review 2014-015



-6
-

 

図
2 

幌
延
の
沿
岸
域
に
お
い
て
行
わ
れ
た
主
な
調
査
箇
所
の
概
略
の
位
置
（
原
子
力
機
構

29
）
の
図
の
一
部
を
改
変
）
 

- � -

JAEA-Review 2014-015



-7
-

 
図

3 
浜
里
地
区
で
行
わ
れ
た
ボ
ー
リ
ン
グ
孔
の
配
置
図
（
産
総
研

9）
の
図
の
一
部
を
改
変
）

- � -

JAEA-Review 2014-015



- 8 -

陸域における物理探査（反射法地震探査）としては，平成 20年度に幌延沿岸域におけるコント

ロールボーリング孔の掘削計画の検討を目的とし，電中研により，サロベツ背斜付近における深

度 1km 程度を対象とした地質構造の推定が行なわれた 8)（図 2の⑤の箇所）。平成 21 年度は産総

研により，浜里地区におけるボーリング調査箇所からサロベツ断層帯までの深度 2km 程度を対象

とした反射法地震探査や，深度 100m 程度を対象とした S波反射法地震探査が行われた 6)（図 2の

⑥の箇所）。 

陸域におけるボーリング調査（鉛直孔）としては，幌延町の沿岸域に位置する浜里地区におい

て，平成 19 年度に産総研によるボーリング調査の準備が進められ 4)，平成 20 年度は，原環セン

ターによる浅層ボーリングの掘削（SFI-1 および SFI-2 孔：各々，深度 158m）による調査が行わ

れ 5)（図 3 参照），平成 21 年度～平成 24 年度にかけては，産総研により，深層ボーリングの掘

削（DD-1 孔：深度 1200m）および浅層ボーリングの掘削（DD-2 孔：深度 100m）による調査が行わ

れた 6), 7), 9), 10)（図 3 参照）。深層ボーリングの掘削では，平成 21 年度に深度 550m まで掘削 6)，

平成 22 年度は深度 1000m まで掘削延伸 7)，平成 24 年度には深度 1200m まで掘削延伸 10)された。

また，この深層ボーリングを用いて，平成24年度にはpush-pull試験等の水理試験が行われた10)。 

地下水年代測定技術としては，平成 20 年度～平成 24 年度にかけて，電中研により，浜里地区

でのボーリング調査で得られた地下水や岩石コアからの抽出水を対象に，36Cl 法や 4He 法を適用し，

地下水の年代測定が行われた 11)～15)。 

コントロールボーリング技術については，電中研により，サロベツ断層帯や幌延沿岸域で調査

可能な海域も対象に含めたコントロール掘削技術の適用性確認のための候補地選定（図 2 の A の

箇所）について検討が行われたが，岩盤強度等の観点から計画は断念された。一方，電中研では，

上幌延地区において平成 18 年度より，陸域を対象としたコントロール掘削技術の適用性確認のた

めの掘削（HCD-3 孔）を実施していた 16)。このため，コントロールボーリング技術については，

HCD-3 孔を用いた継続調査が実施され，深さ 500m・孔長 1000m 程度に対応可能な孔井曲げ掘削技

術や各種の孔内測定技術の開発が進められた 8), 16), 17), 18), 19), 20)。従って，沿岸域プロジェクトに

おいては，コントロールボーリング技術に関しては，上述したように幌延沿岸域での調査候補地

選定に関わる議論までに留まった。 

地下水流動解析については，平成 21年度頃から，産総研・電中研・原子力機構において，各々，

水理地質構造モデルの構築や水理解析が行われた。その中では，幌延の沿岸域を対象とした海水

準変動等を地質環境の長期変遷を考慮した評価解析技術の開発も進められた 6), 7), 9), 10), 12), 13), 14), 

15), 21), 22), 23), 24)。 

地質環境調査評価情報の分析・整理としては，平成 19 年度から平成 24 年度にかけて，原子力

機構が中心となり，沿岸域を対象とした地質環境の調査・評価に関して，調査計画の立案から結

果の評価に至るまでの一連の作業プロセスにおけるノウハウや判断根拠等を蓄積し，体系的に整

理するための作業を進められた 2), 25), 26), 27), 28), 29)。 

 なお，本プロジェクトを通じて得られた成果については，各委託事業における成果報告書とし

て，各々，取りまとめられた。成果の取りまとめの概要については，本報告書の 5章にまとめた。 
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４．各年度における検討項目・検討内容 

 

沿岸域プロジェクトでは，関係機関との間で定期的な会合を持ち，調査計画や個別技術の開発

方針等について検討がなされた。以下に，各年度において検討された項目および検討内容につい

て，各会合の後に作成された議事録をもとに整理するとともに，沿岸域を対象とした調査・評価

を進める上で留意すべき事項等を抽出した。なお，幌延の沿岸域を対象とした沿岸域プロジェク

トを通じて得られた地質環境調査評価に関わるノウハウ・判断根拠等の詳細は，原子力機構が受

託した事業である「地質環境総合評価技術高度化開発」の中で取りまとめられている 21), 25), 26), 27), 

28), 29)ため，本報告書では，それらの中から調査評価を行う上での留意事項も選定し，端的にまと

めた。 

 

４．１ 平成 19 年度における検討項目・検討内容 

 平成 19年度は，沿岸域プロジェクトの初年度にあたり，国の基盤研究開発の一環として実施す

る位置づけ，関係する 4つの資源エネルギー庁委託事業（以下，「委託事業」と略す）の役割や調

査研究の計画・進め方等について議論がなされた。その中での主な検討項目・検討内容は，以下

の通りである。 

 

① 全体目標および調査研究の進め方について 

・委託事業を受託した各機関より，各委託事業における全体計画，前提条件（調査研究を行う上

での制約条件等），幌延地域における地質環境特性に関わる既存情報について説明され，沿岸

域プロジェクトにおける調査研究のフレームワークについて議論がなされた。 

・各委託事業における事業の目標を達成するとともに，それらの成果を技術体系として統合する

ことの必要性について議論がなされた。 

・また，幌延沿岸域を対象とした調査評価技術の統合にあたっては，陸域と海域における各々の

調査結果の整合性に留意すべきであり，そのためにも，現状では不足している海域の情報整備

の重要性について議論がなされた。 

・海域を調査対象に含める場合，隆起／沈降，海水準変動等の地質環境の長期的な変遷も考慮す

ることが重要であり，幌延の沿岸域を対象とした場合，どの程度の時間スケールを考慮して検

討すべきか議論がなされた。 

・幌延沿岸域に分布すると考えられているサロベツ断層帯は，沿岸域における地下水流動や地下

水水質に影響を与えている可能性があるため，調査対象としての重要性について議論がなされ

た。 

 

② 産総研による調査について 

・産総研が計画している幌延沿岸域における地上電磁探査およびボーリング調査について議論が

なされた。計画策定にあたっての留意点として，沿岸域における地質構造と塩淡境界の分布と

の関連性等の議論がなされた。 

・また，幌延沿岸域の地下深部における滞留性地下水の分布を評価するために必要なボーリング

孔の掘削深度（深さ 1200m 程度）について議論がなされた。 

・地上電磁探査の結果と 3 次元の解析結果から推定された地質構造を比較するため，地上からの
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追加調査（ボーリング調査等）の必要性について議論がなされた。 

・産総研が計画している幌延沿岸域における反射法弾性波探査について議論がなされた。計画策

定にあたっての留意点として，サロベツ断層帯の分布とその周辺の地質構造を網羅できるよう

な探査測線の配置の重要性に着目し，探査測線を設定する上での優先度について議論がなされ

た。 

 

③ 電中研による調査について 

・ 電中研が計画しているコントローリングボーリングの掘削候補地について議論がなされた。候

補地選定にあたっては，掘削深度や岩盤の強度等を踏まえたコントローリングボーリング技術

の適用可能性について検討するとともに，候補地周辺の地質状況に関わる既往の情報や地上か

らの物理探査結果を考慮することの必要性について議論がなされた。 

 

④ 原子力機構による地質環境調査評価情報の分析・整理について 

・沿岸域プロジェクトを進めていく上で得られるノウハウや判断根拠の分析・整理の方法，幌延

沿岸域を対象とした統合化データフローダイヤグラムの構築について議論がなされた。統合化

データフローダイヤグラムの構築にあたっての留意点として，幌延沿岸域の一事例に留まらず，

他の沿岸域での利用も念頭に汎用性を考慮するため，調査の手順や対象となるスケールの考え

方等について議論がなされた。 

 

⑤ その他 

・幌延沿岸域における調査を進めるにあたって社会的な配慮に係る留意事項として，幌延町や漁

業協同組合，農地関係者等の関係箇所との調整が必要である事，また，ボーリング調査の開始

前に埋蔵文化材調査が必要になる事等が関係機関の間で共通認識された。 

 

 上述したような関係機関での議論を踏まえ，原子力機構が受託した事業である「地質環境総合

評価技術高度化開発」の中では，幌延沿岸域の地質環境特性の解釈に係る課題解決案および幌延

沿岸域における調査計画に係る提案がなされた 2)。それらの中から，今後の計画検討にあたり主

に留意すべき点として挙げられた事項について，以下にまとめた。 

 

【幌延沿岸域の地質環境特性の解釈に係る技術的課題】 

・幌延沿岸域における地質／地質構造の解釈にあたっての課題 

－サロベツ断層帯と稚咲内背斜に関連した断層の分布や形状／広がりに関する情報の取得 

－背斜構造の軸部付近における地質構造の把握 

－稚内層上部の背斜構造に伴う割れ目帯が背斜軸部から離れた沿岸域へ連続する可能性の確

認 

・地形および地質／地質構造の時間変化の解釈にあたっての課題 

－断層と褶曲の成長に伴う割れ目分布の時空間変化の評価 

－埋没続成作用に伴う地層の層厚，岩質，間隙率の時空間変化の把握 

  －地形の時空間変化の把握 
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  －隆起／沈降および侵食／堆積に伴う静岩圧の変化の把握 

  －広域応力場の変遷に関する情報の整理，将来の変化の把握 

・幌延沿岸域における地下水の流動特性の解釈にあたっての課題 

  －研究所設置地区周辺（背斜構造に伴う水みちの発達）に対して，沿岸域のような平坦な地

層が分布している地域での構造発達の差異に起因する水みち分布の不均質性の把握 

  －サロベツ断層帯や稚咲内背斜に関連した断層の地下水流動への影響把握 

  －沿岸域における陸域から海域への地下水流動と海底湧水との関連性把握 

  －低透水性の海底堆積物の分布による地下水の間隙水圧上昇の影響把握 

・幌延沿岸域における地下水の地球化学特性の解釈にあたっての課題 

  －声問層や稚内層における比抵抗と水質との相関性について，沿岸域の表層に分布する更別

層や勇知層についても同様な相関性の有無の把握 

  －比抵抗と水質の相関性への岩石鉱物学的特性による影響の有無の把握 

  －サロベツ断層帯と稚咲内背斜に関連した断層による水質分布への影響有無の把握 

  －海進・海退による影響を受けていると考えられる沿岸域を対象とした地下水年代の評価 

  －沿岸域における地下水の pH, Eh 等の化学環境の把握 

【幌延沿岸域における調査計画の検討にあたっての留意事項】 

・陸上の反射法地震探査計画 

 －必要に応じてボーリング調査や VSP7探査等の補完的な調査も組み合わせて結果を解釈でき

るような計画立案に留意 

・陸上の電磁探査計画 

 －複数の電磁探査手法を組み合わせた調査や他の調査結果（塩分濃度分布の調査結果等）と

の対比を含めた計画立案に留意 

・沿岸域におけるボーリング調査計画 

 －地質構造や塩分濃度分布等の推定結果を考慮した掘削長の計画立案に留意 

 －掘削水による地下水水質への影響を考慮した掘削水の管理方法に留意 

 －天然ガス胚胎地域での防爆に関わる安全対策に留意 

 －長期にわたるボーリング孔の保護対策の方法に留意 

 

４．２ 平成 20 年度における検討項目・検討内容 

平成 20 年度は，沿岸域プロジェクトの 2 年目にあたり，平成 19 年度に計画が検討された調査

の一部が具体的に実施された。関係機関との打合せでは，これらの調査に係る内容を中心に議論

がなされた。以下に主な検討項目・検討内容をまとめる。 

 

① 電中研による調査について 

・平成 19 年度に引き続き，電中研が計画しているコントローリングボーリングの掘削候補地につ

いて議論がなされた。候補地選定にあたり，サロベツ断層帯が分布すると想定される領域での

浅部地質構造について議論がなされた。なお，次年度以降の予算との兼ね合いで，幌延沿岸域

7 VSP（Vertical Seismic Profile）探査とは，ボーリング孔を利用して，地表で発震した地震波を孔

内の受振器で受振し，或いは孔内の震源で発した波を地表の受振器で受振し，地下構造を推定する地

震探査法の 1つである。 
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でのコントローリングボーリングの実施が困難になった場合の対処案についても議論がなされ

た。 

・電中研が行った幌延沿岸域を対象とした反射法地震探査の結果について議論がなされた。反射

法地震探査の結果では，国道 40 号線付近に褶曲構造の存在が示唆されたものの，サロベツ断層

帯の分布については不明確であり，結果の解釈にあたっては，平成 19年度に産総研が実施した

地上電磁探査の結果に留意して行うこと等について議論がなされた。 

・電中研が実施する地下水年代測定技術調査において，岩石コアから抽出した地下水を利用する

計画であり，抽出方法についての議論がなされた。抽出方法としては，遠心分離法と圧縮法が

あり，抽出方法によっては岩石コア中の間隙水に影響が生じる可能性があるため，抽出方法の

選定に留意すべきこと等について議論がなされた。 

 

② 原環センターによる調査について 

・平成 19年度に産総研が検討していた幌延沿岸域を対象とした地質構造等を評価するための物理

探査やボーリング調査について，平成 20 年度は原環センターが実施することになった8。その

ため，平成 20年度の調査計画について，再度，議論がなされた。 

・平成 19年度の議論を踏まえ原環センターにより実施された海岸および陸域での電磁探査の結果

について議論がなされた。このような調査により，陸域と浅海域を接続する調査・解析手法は

概ね構築されたと判断された。なお，電磁探査法による調査結果の解釈にあたっては，抵抗値

と水質分布の関連性の妥当性や陸域と浅海域での観測点数の違いによる分解能の違い等にも留

意すべきこと等について議論がなされた。 

・幌延沿岸域における塩水と淡水が混在する場での地下水流動や水質形成を把握するための調査

技術の整備を目的とし，浜里小学校跡地で実施された 2 本のボーリング調査（SF1-1 および

SF1-2；掘削長 158m）について議論がなされた。ボーリング調査の計画段階では，掘削に先立ち，

防爆対策やトラブルを想定したケーシングプログラム等の留意点について議論がなされた。 

 

③ 原子力機構による地質環境調査評価情報の分析・整理について 

・沿岸域プロジェクトを通じて，ノウハウや判断根拠の分析・整理を行うにあたり,各機関におけ

る調査の計画，進捗状況，成果を適切に共有するための体制や枠組みについて議論がなされた。 

 

上述したような関係機関での議論を踏まえ，幌延沿岸域の特徴を考慮した物理探査の考え方や

手法および幌延沿岸域を対象としたボーリング調査についてのノウハウや判断根拠等が抽出・整

理された 2)。それらの中から，調査評価を進める上での主な留意事項について以下にまとめた 25)。 

 

【幌延沿岸域の特徴を考慮した物理探査の考え方や手法に係る留意事項】 

・海域での電磁探査における探査範囲と社会的な制約条件（たとえば，探査範囲が国立公園の

敷地内に含まれないようにする等） 

 

8 資源エネルギー庁からの委託事業は，毎年度公募され，総合評価方式による競争契約で受託先が決定

され，平成 20 年度は原環センターが落札した。 
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・海域での探査における地理的な制約条件（海上での風，波浪，海流等による小型船舶の利用

不可等） 

・電磁探査における波浪や海流によるノイズの混入による影響の考慮 

・反射法地震探査における地質状況を考慮した適切な探査仕様（震源発生方法）の選定，震源

パラメータの設定 

【幌延沿岸域を対象としたボーリング調査に係る留意事項】 

・沖積層のような軟弱な地層も考慮したボーリング掘削技術の適用（孔壁の崩壊，逸水，湧水，

孔曲り等のトラブル回避のための技術） 

・安全対策として，防噴装置（BOP；Blow Out Preventer）の設置 

・軟弱な地層におけるボーリング孔の保護に用いられる塩化ビニル管の回収方法 

・複数年にわたるボーリング調査での作業中断中のボーリング孔の保護方法 

 

４．３ 平成 21 年度における検討項目・検討内容 

平成 21 年度は，沿岸域プロジェクトの 3 年目にあたり，平成 20 年度に引き続き，海域および

陸域での物理探査や沿岸域における深度 550m 程度のボーリング調査等が行われた。関係機関との

打合せでは，これらの調査に係る内容を中心に議論がなされた。以下に主な検討項目・検討内容

をまとめる。 

 

① 産総研による調査について 

・平成 21 年度に掘削する 550m 程度のボーリングについて，固結度の低い地層を対象とすること

から，分析用のコア試料の処理方法等について議論された。コア試料の処理作業は迅速に行う

ことが必要であり，地上へのコアの引き上げ後，コア試料の密封までの作業時間を 1 時間以内

にすること等の留意点について議論がなされた。 

・掘削したボーリング孔を用いた水理試験に関して，地質状況（更別層：シルト層が優勢の礫層，

砂層，シルト層の互層）を考慮し，どのような観点での水理試験を実施すべきか（互層全体の

評価とするか，相対的に低透水と考えられるシルト層と高透水と考えられる礫層／砂層に分け

て評価するか等）について議論がなされた。 

・現場での水理試験の実施箇所の選定にあたり，コア試料を用いた室内試験で補完可能なケース

（たとえば，低透水のシルト層）を考慮し，水理試験箇所を選定するような優先度の検討方法

について議論がなされた。 

 

② 電中研による調査について 

・コントロールボーリングについては，電中研が上幌延で実施している作業を継続して行う方向

で対処することについて議論がなされた。 

・地下水年代測定技術について，比較的年代の新しい地下水に対する測定法や，地下水採水時の

脱ガスの抑制方法，古い地下水年代の測定法としての 36Cl による測定の精度向上のための試験

等について議論がなされた。 

・年代測定法として，14C を用いる場合，ケーシングセメント由来のデッドカーボンの混入につい

て留意する必要性の議論がなされた。 

・平成 20 年度に実施された反射法地震探査の結果について，結果の解釈にあたり，解析精度を向
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上するためのノイズ処理について議論がなされた。 

 

③ 原子力機構による地質環境調査評価情報の分析・整理について 

・統合化データフローダイヤグラムの更新にあたり，幌延の沿岸域だけでなく，他地域における

沿岸域も想定した一般化を目指したものを構築するため，対象とする調査項目や調査手順等に

ついて議論がなされた。 

 

上述したような関係機関での議論を踏まえ，平成 20 年度に引き続き，幌延沿岸域の特徴を考慮

した物理探査の考え方や手法および幌延沿岸域を対象としたボーリング調査についてのノウハウ

や判断根拠等が抽出・整理された 26)。また，瑞浪超深地層研究所や幌延深地層研究センター等で

の成果をもとに，原子力機構が実施する幌延沿岸域を事例とした地下水流動や地球化学特性の評

価のためのモデル化・解析を通じて得られる知見等についても整理された 26)。それらの中から，

調査評価を進める上での主な留意事項について，以下にまとめた。 

 

【幌延沿岸域の特徴を考慮した物理探査手法に係る留意事項】 

・陸域の電磁探査法（MT 法）の実施にあたり，既往の電磁探査測線の配置を考慮し，相互の比

較が行えるような測線の設定に留意 

・複数の測線で得られる二次元比抵抗断面から三次元構造を推定するための測点配置の考慮 

・放牧地における放牧柵に流れる電流による測定データへの影響 

・ノイズ低減のための夜間測定の考慮 

・獣害による断線被害抑制のための対策考慮 

【幌延沿岸域を対象としたボーリング調査に係る留意事項】 

 幌延沿岸域でのボーリング調査では，平成 20年度に浜里地区で実施されたボーリング調査によ

り，地盤のゆるみや強度不足が確認され，ボーリング調査の基本計画が平成 21年度に見直された

経緯がある。このような計画変更に至った背景を踏まえて抽出された留意事項を以下に列挙する。 

・一般に，沿岸域は平野が多く，第四紀層や新第三紀層が広く分布し，未固結の堆積物が分布

する可能性が高い事 

・地盤強度が脆弱なことも想定し，リスクを見込んだ安全側の計画を立案 

・仮にリスクが顕在化した場合も想定し，予め対策案を検討 

【幌延沿岸域を対象とした地下水流動・地球化学特性評価に係る留意事項】 

・沿岸域を対象に地質環境の長期変遷を評価するにあたり，海水準の変動を考慮 

・海域を含めた解析では，地下水の密度差による地下水流動への影響を考慮 

・異なる地下水系の情報の混同を防ぐため，塩分濃度の分布や地史の情報を考慮 

・塩分濃度分布の評価に，予備的な地下水流動解析や電磁探査等の物理探査結果を適宜活用 

・溶存ガスの脱ガス等による水質（pH, 炭酸濃度等）への影響の可能性についても考慮 

 

４．４ 平成 22 年度における検討項目・検討内容 

平成 22 年度は，沿岸域プロジェクトの 4 年目にあたり，平成 21 年度に引き続き幌延沿岸域に

位置する浜里地区でのボーリング調査（平成 21 年度に深度 550m 程度まで掘削したボーリング孔

を深度 1000m 程度まで掘削延伸；DD-1 孔）および海域での物理探査等が行われた。関係機関との
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打合せでは，これらの調査に係る内容を中心に議論がなされた。以下に主な検討項目・検討内容

をまとめる。 

 

① 産総研による調査について 

・各種物理探査による調査結果をもとに，調査結果の相互比較やボーリング調査による地質分布

に関する調査結果との比較により，各調査結果との整合性についての議論がなされた。 

・浜里地区におけるボーリング調査の結果をもとに，深度 300m 付近を境とした地層の固結度や水

質の変化に関して議論がなされた。 

・陸域および海域の電磁探査の結果によれば，幌延の沿岸域では，淡水域が海側に張り出してい

る可能性が示唆されており，これを確認するための海上ボーリングの必要性について議論がな

された。なお，海域での調査では漁業権等の制約が多いこと等の留意点についても議論がなさ

れた。 

 

② 電中研による調査について 

・浜里地区でのボーリング調査で得られた水質の分析結果をもとに，分析誤差の取り扱い等につ

いて議論がなされた。また，現海水と化石海水との区別の仕方についても議論がなされた。 

 

③ 原子力機構による地質環境調査評価情報の分析・整理について 

・沿岸域プロジェクトを通じて得られた知見やノウハウ等については，原子力機構で整備を進め

ている次世代型サイト特性調査情報総合システム（ISIS）の中で，エキスパートシステム 

（ルールベース，事例ベース）として取り込まれる計画であり，これらのシステム作成につい

て各機関の専門家と議論がなされた。 

 

上述したような関係機関での議論を踏まえ，平成 21 年度に引き続き，幌延沿岸域の特徴を考慮

した物理探査の考え方や手法および幌延沿岸域を対象としたボーリング調査についてのノウハウ

や判断根拠等が抽出・整理された 27)。また，平成 21 年度に引き続き，原子力機構が実施する幌延

沿岸域を事例とした地下水流動解析や水理地質モデル構築を通じて得られる知見等についても整

理された 27)。さらに，地質環境の長期変遷評価における地質構造の発達モデルの必要性等につい

ても整理された 27)。それらの中から，調査評価を進める上での主な留意事項について，以下にま

とめた。 

 

【幌延沿岸域の特徴を考慮した物理探査手法に係る留意事項】 

・物理探査結果の解釈において，解析結果の信頼性に問題がある場合は，信頼性に関わる情報

を付記することに留意（たとえば，ノイズの影響により，解析結果の信頼性に問題がある範

囲は，調査対象領域のどの部分か等） 

・陸域から海域にかけての地下の比抵抗分布を解析により求める場合，解析断面において海水

に相当する部分は既知情報として適切に設定することに留意 

【幌延沿岸域を対象としたボーリング調査に係る留意事項】 

 ・地盤強度が脆弱なことを想定した掘削工法の選定，掘削中／掘削後の孔壁保持方法の選定，

コア採取後の試料の処理方法（コア試料の品質確保の観点）について留意 
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【幌延沿岸域を対象とした地下水流動解析・水理地質モデル構築に係る留意事項】 

 ・地下水の大局的な流動方向に影響を与える不連続構造とその水理特性との関係に留意 

・地下水の塩分濃度分布との関連性に考慮し，水理と地球化学を統合した概念モデルの構築や

数値モデル化に留意 

【幌延沿岸域を対象とした地質発達モデル構築に係る留意事項】 

 ・幌延の沿岸域に特徴的に認められる地質構造（衝上断層褶曲）のような事例研究の多いケー

スでは，室内での地質発達モデルにより，実際に認められる広域の地質構造の発達過程を大

まかに模擬することも可能だが，事例研究の少ないケースでは容易ではないことに留意 

  

４．５ 平成 23 年度における検討項目・検討内容 

平成 23 年度は，沿岸域プロジェクトの 5年目にあたり，当初の計画では，資源エネルギー庁の

委託事業の終了予定の年であった。しかしながら，平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災

の影響により，各関係機関の事業規模が縮小された。このため，幌延の沿岸域における実質的な

作業としては，海域での電磁探査に関わる補足調査および深層ボーリングである DD-1 孔の孔壁確

認のための検層作業のみであった。関係機関との打合せの場においても，1年間，調査が繰り越さ

れた場合を想定し，次年度の調査計画や最終的な調査結果の取りまとめ方針等を中心に議論がな

された。以下に主な議論の内容について記す。 

 

① 産総研による調査について 

・平成 23 年度までの調査結果を踏まえ，物理探査とボーリング調査結果との対比に基づく地下水

の塩分濃度分布の評価，地質境界と水理境界の不一致等について議論がなされた。また，次年

度，DD-1 孔を深度 1200m 程度まで掘削延伸するボーリング調査計画や海陸接合部～海域を対象

とした反射法探査（音波探査）の技術的な実現性についても議論がなされた。 

 

② 電中研による調査について 

・浜里地区でのボーリング調査で得られた地下水の 36Cl および 4He による年代測定の結果につい

て議論がなされた。また，これら同位体を用いた年代測定の結果と地下水が胚胎する地層の地

史との整合性に関する検討の必要性についても議論がなされた。 

 

③ 原子力機構による地質環境調査評価情報の分析・整理について 

・沿岸域プロジェクトを通じて得られた成果のとりまとめにあたり，「体系化」に対するイメー

ジが関係者間で差異があることが認識され，原子力機構が開発している ISIS における体系化の

イメージをもとに議論がなされた。 

 

なお，原子力機構による ISIS の開発では，上述したような関係機関での議論も参考にしつつ，

平成 23 年度までに抽出・整理された幌延の沿岸域を対象とした地質環境調査におけるノウハウや

判断根拠等に基づいた調査基本計画立案のエキスパートシステムへの反映が進められた 28)。 

 

４．６ 平成 24 年度における検討項目・検討内容 

平成 24 年度は，沿岸域プロジェクトの最終年度にあたり，各関係機関の受託事業において残さ
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れた調査（DD-1 孔の深度 1200m 程度までの掘削延伸，掘削されたコア試料の分析およびコア試料

からの抽出水の分析，DD-1 孔での水理試験等）に係る内容や沿岸域プロジェクトを通じて得られ

た成果の集約方針等を中心に議論がなされた。以下に主な議論の内容について記す。 

 

① 産総研による調査について 

・現場における水理試験の結果と地下水流動に係る解析結果とでは，両者の結果に相違がある場

合が多く，このようなギャップの取り扱いについて議論がなされた。 

・幌延の沿岸域における鉛直方向での地下水の水文区分（流動域，混合域，拡散域，滞留域）の

捉え方について，共通的な認識を得るために議論がなされた。 

 

② 電中研による調査について 

・浜里地区での地下水に対する 36Cl および 4He による年代測定の結果について議論された。両手

法による年代の推定にあたっては，36Cl 年代については 36Cl/Cl の原位置平衡値の確認，4He 年

代については脱ガスの補正に留意すべきこと等の議論がなされた。 

・現状の知見に基づけは，勇知層深部（深度 800m 以深）における地下水年代は，36Cl 年代で 40

万年程度，4He 年代で 200 万年程度と推定され，これらの推定年代に対する各々の不確実性の幅

について議論がなされた（前者は数十万年程度，後者は十数万年程度の幅がある）。 

・4He 年代測定では，地下水年代の推定に影響を及ぼす要因の 1つとして，地層の圧密による間隙

率の増減（間隙率の変化により，4He の蓄積量に影響を及ぼす地層中の U や Th の密度変化の可

能性）も考えられ，そのような影響についても留意すべきこと等の議論がなされた。 

 

③ 原子力機構による地質環境調査評価情報の分析・整理について 

・沿岸域プロジェクトにおける議論を通じて得られた成果の集約方針として，ISIS への反映につ

いて議論がなされた。ISIS では，幌延や瑞浪の地下研究施設における地質環境調査評価事例に

加えて，幌延沿岸域における調査評価事例も含まれている 2)。沿岸域プロジェクトを通じて得

られた成果である a) 沿岸域を対象とした地質環境調査の基本計画立案に関する考え方，b) 

個々の調査手法に対する適用事例やノウハウ／判断根拠，c) 調査結果に基づく地質環境モデル

の構築・更新やノウハウ／判断根拠，等についても，ISIS における判断支援エキスパートシス

テム（ルールベース，事例ベース）に集約する形でまとめられること等が説明された。 

・沿岸域プロジェクトの成果として，これまでに各関係機関が実施した調査評価の内容をダイジ

ェスト版として取りまとめ，ウェブ上で閲覧可能な形式で公開する等の案についても議論がな

された。 

 

上述したような関係機関での議論も踏まえ，沿岸域プロジェクトを通じて得られた成果は，ISIS

において，沿岸域を対象とした地質環境調査方法の構築に関わる事例や，地質環境調査の基本計

画立案に関わるノウハウ／判断根拠として整理され，判断支援エキスパートシステムに組み込ま

れた 29)。 
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５．本プロジェクトを通じて得られた成果の例 

 

 4 章で述べたような沿岸域プロジェクトで議論された項目や内容を踏まえつつ，各関係機関は，

各々の受託事業を進めた。ここでは，沿岸域プロジェクトの最終年度である平成 24年度までに得

られた成果について，各機関の受託事業の成果報告書をもとに，「沿岸域を対象とした調査・評

価技術の整備」および「得られた成果の体系化に関わる取り組み」の 2 つの観点から，成果の一

例を整理した。 

 

５．１ 沿岸域を対象とした調査・評価技術の整備 

 沿岸域を対象とした調査・評価技術の整備として，沿岸域プロジェクトにおいて主に議論され

た項目としては，地震波・電磁波を用いた物理探査やボーリング調査，地下水年代の測定手法の

適用性確認や地下水流動との関連を踏まえた評価等が挙げられる。これらの調査・評価技術につ

いて，沿岸域プロジェクトを通じて，産総研，電中研および原子力機構により整備された技術の

例とそれらを適用することで得られた成果の概要を以下にまとめる。 

 

① 産総研により整備された主な調査・評価技術の概要 

沿岸域を対象とした地質環境概念モデルを構築するためには，地質構造・断層や塩淡境界等を

把握することが必要になる。しかしながら，陸域と海域が接する浅海域では，地質構造等を調査

するための調査船の航行に支障があり，探査手法の整備が遅れているという課題があった。この

ため，陸域と海域の連続的な評価を念頭に，沿岸域の地質構造・断層や塩淡境界等を調査・評価

する技術の開発が行われた 10)。 

沿岸域を対象とした地質構造・断層や塩淡境界等を調査する手法として，地震波・電磁波を用

いた物理探査やボーリング調査がある。たとえば，図 4 は，沿岸域における地質構造・断層や塩

淡境界等を調査するための物理探査手法の適用概念の例を示している 10)。 

 

図 4 沿岸域における地質構造・断層や塩淡境界等を調査するための 

物理探査手法の適用概念の例 10) 

 

図 4 で示されたような物理探査手法の適用概念を参考に，幌延の沿岸域における調査に一部適

用し，沿岸域の浅海域における環境下で，海底下数キロメートルまでを探査可能な電磁探査法の

開発が試みられた 10)。浅海域における地質構造・断層や塩淡境界等の調査・評価にあたっては，
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図 5 に示す幌延沿岸域における物理探査測線に対し，MA11 に相当する陸域と浅海域における電磁

探査測線の探査結果を併せて，2次元の比抵抗構造解析が行われた。図 6に幌延沿岸域の MA11 ラ

インにおける海域接合の比抵抗構造のモデル図を示す。 

 

図 5 幌延沿岸域における物理探査測線 10) 

 

 

図 6 幌延沿岸域の MA11 ラインにおける海域接合の比抵抗構造のモデル図 

（産総研 10)に追記） 

 

図 6 に示されるように，幌延の沿岸域における比抵抗構造解析の結果に基づけば，陸域の更別

層に胚胎する淡水性地下水（相対的に比抵抗値の大きい部分；図中で黄色～黄緑色の箇所）が沿

岸部の沖合に向かって 10km 程度，深度 200m 付近まで，連続して存在している様子が推定された
10)。このような調査・評価技術は，地震探査等の物理探査による調査技術と併用することで，沿

岸域における塩淡境界の評価（地下水分布や温度分布等の評価）や地質構造・断層の評価にも適
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用可能な技術であると考えられる。 

 また，幌延の沿岸域に位置する浜里地区で行われたボーリング調査（DD-1 孔）では，たとえば，

図 7に示すような深さ方向での地層の固結度，地下水中の Cl 濃度，地下水の酸素同位体比，地層

の有効間隙率の変化が明らかにされている 10)。前述の物理探査手法による調査や，図 7 に示され

るようなボーリング調査の結果を組み合わせることで，沿岸域における地層の分布や地質構造，

塩淡境界の位置等の推定における信頼度を向上させることが可能であると考えられる。 

 

図 7 幌延沿岸域におけるボーリング調査結果の一例 10) 

 

 さらに，幌延の沿岸域における陸域および海域を含む広域の地下水流動の評価や，地下水の長

期的な流動・滞留状況の評価を行うための解析手法の開発も行われた 10)。前者の評価では，現在

の幌延沿岸域における塩淡境界の形状について，上述した物理探査やボーリング調査の結果等も

踏まえて検討された 10)。後者の評価では，地下水水質や地下水流動に影響を及ぼすと考えられる

長期的な変動要因の 1つとして，海水準変動を取り上げ，DD-1 孔のボーリング調査で得られた地

下水の塩分濃度分布や年代測定結果を参考に，海水準変動を周期的に複数回設定し，水質や水圧

分布への影響について解析的に検討された 10)。これらの検討により，沿岸域を対象とした広域地

下水流動の評価手法や，地質環境の変動として海水準変動を考慮した場合の評価手法等が例示さ

れ，現状での評価技術が提示されている。 
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② 電中研により整備された主な調査・評価技術の概要 

沿岸域における地下水の流動性の評価にあたり，天然に存在する放射性核種の放射壊変を利用

した地下水の年代測定技術は，地下水の滞留時間を評価できるため，流動場と滞留場（拡散場）

の区分等において有効な手法である。このような地下水年代測定技術をもとに，幌延の沿岸域で

掘削されたボーリング孔（DD-1 孔）で得られた地下水を対象に，地下水年代や流動性についての

評価が試みられた 15)。図 8に，幌延の沿岸域における DD-1 孔で得られた地下水に基づく地下水年

代の評価結果の一例を示す 15)。図 8では，DD-1 孔のコア試料の観察・測定に基づく地層や水理特

性に関する情報と共に，地下水の主要溶存イオン／酸素・水素安定同位体比分析および年代測定

結果について深度方向で整理されている。 

 

図 8 幌延の沿岸域における DD-1 孔で得られた地下水に基づく 

地下水年代の評価結果の一例 15) 

 

幌延の沿岸域に位置する浜里地区での例では，地下水の水質分析の結果から，地表～深度 500m

程度が淡水，深度 500～800m 程度が淡水と海水（化石海水）との混合，深度 800m 以深では化石海

水であると推定された 15)。また，酸素・水素安定同位体比分析の結果でも，水質分析と同様に，

深度方向で，淡水域・混合域・海水域の分布が推定されると共に，深度 90～300m 付近の地下水で

は酸素・水素安定同位体比がやや軽いことから氷期に涵養した地下水であることや，深度 1000m

以深の地下水では幌延深地層研究所付近の稚内層中の地下水で認められるような岩石－水反応の

影響による酸素シフトの影響 30)も示唆された 15)。  

上述したように，深度方向で地下水の特徴に違いがあることが推察され，これらの各地下水に

ついて，36Cl，4He および 14C 年代の測定が行われ，地下水の流動性との関係が評価された 15)。36Cl

分析では，地表～深度 500m 程度の地下水は降水起源の 36Cl，深度 500m 程度以深では原位置生成

の 36Cl が支配的であると推定され，化石海水の分布が推定される深度 800m 以深の地下水に対する

36Cl 年代は，少なくとも 40 万程度 15)と推定された9。4He 年代では，地表～深度 500m 程度の地下

9 36Cl 年代の評価に用いられた 36Cl/Cl の原位置平衡値は，現在の状態における値であり，地層が圧密

される前の状態を考慮すると，より古い年代になる可能性もある。また，勇知層の下位に位置する声

問層の 36Cl/Cl の原位置平衡値は低く，このような地下水の流入により年代が若く評価されている可能

性も考えられる 15)。 
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水は数万年程度，深度 800m 以深では 200 万年程度となり地層の堆積年代と同程度になる 15)と推察

された10。14C 年代については，地層中に含まれる海成の炭酸塩の溶解による影響が大きく，適切

な年代の評価が困難 15)であった11。 

また，37Cl の分析から，淡水と化石海水の混合域に位置する勇知層の浅部（深度 600m 付近）に

おいて，37Cl の分別（より浅部では減少，より深部では増加）が示唆され，このような分別は地

層中での Cl の拡散により生じたと推定された 15)。このような混合域の形成機構としては，たとえ

ば，海水準変動により勇知層の浅部が淡水で洗われた後，海水が浸入し，勇知層の浅部に Clが拡

散により輸送され，形成されることが考えられる 15)。 

上記のような結果や考察を踏まえると，幌延の沿岸域においては，浅部に位置する更別層（深

度 500m 程度まで）では，淡水が支配的で数万年程度の年代の地下水が分布し，更別層の下位に位

置する勇知層の深度 800m 以深では，堆積時からの海水が滞留し，勇知層の浅部（深度 500～800m

程度）では，移流／拡散により地下水の濃度分布が形成されていると評価された 15)。  

このように，幌延の沿岸域におけるボーリング調査で得られた地下水を対象に地下水年代測定

技術を適用することで，流動場と滞留場（拡散場）の区分といった地下水の流動性の評価技術の

具体例が提示されている。 

電中研では，天然に存在する様々な放射性核種を利用し，上述した幌延の沿岸域に加え，これ

までに他の地域（東濃地域やオーストラリアの大鑚井盆地）においても地下水の年代測定技術の

適用性検討が行われている 15)。また，これらを踏まえ，地下水の年代測定技術とその適用結果が

整理されている（図 9）。図 9に示されているように，対象とする場の流動性に応じて，適用する

地下水の年代測定技術やその適用方法を選定することで，流動場～拡散場における各々の地下水

の流動性評価が可能である。 

 

図 9 地下水の年代測定技術とその適用結果 15) 

 

10 4He 年代は，原位置生成による 4He の蓄積をもとに年代を評価しており，他からの 4He の流入がある

と，実際にはより若い年代の地下水の可能性も考えられる 15)。 
11 DD-1 孔における深度 306m 付近（更別層）の地下水については，海成炭酸塩の溶解の影響が小さく，
14C 年代による評価が可能であり，14C 年代として 1万年程度と推定されている 15)。 
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 さらに，高レベル放射性廃棄物の地層処分における地下水シナリオに基づく性能評価において，

概要調査段階に求められると考えられる地下水の流動性に関わる情報と，それに対して地下水年

代測定技術をどのように適用すべきかについても整理されている 15)（表 2）。 

 

表 2 概要調査段階に求められると考えられる地下水の流動特性に関わる情報の例と 

それに対する地下水年代測定技術の適用による評価の例（電中研 15)をもとに作成） 

 

 

表 2 にまとめられた評価の例をもとに，仮想的な地下水の流動場を想定し，地下水の分布箇所

に応じた地下水年代測定技術の適用方法の概念をまとめたものを図 10 に示す 15)。 

 

図 10 地下水年代測定技術の適用方法の概念 15) 

 

図 10 では，浅部に流動性の帯水層，深部に滞留性の滞水層が分布するような地質環境が想定さ

れており，各々の滞水層において適用すべき地下水年代測定技術が整理されている。なお，同一

の評価対象箇所で複数の地下水年代測定技術が列挙されているが，これは複数の年代測定による

クロスチェックの重要性を示している 15)。このように，沿岸域も含めた広域での地下水の流動性
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評価における地下水年代測定技術の評価手法例が例示され，現状での評価技術が提示されている。 

 

③ 原子力機構により整備された主な調査・評価技術の概要 

 沿岸域プロジェクトにおける原子力機構の担当としては，次節（5.2 節）で述べる成果の体系化

に関わる取り組みが主であるが，地質環境の長期的変遷を考慮した沿岸域における地下水流動の

評価に関しては，産総研や電中研と同様に，評価技術の開発への取り組みがなされた。なお，本

件に関わる原子力機構による取り組みは，幌延深地層研究計画における地質環境の長期安定性に

関する研究の一環として実施された 21), 22), 23), 24)。 

 沿岸域を含めた幌延地域を対象に，地形・地質構造の変遷や気候変動等の自然事象に伴う地下

水流動の長期的な変化を予測する手を開発するため，隆起・沈降や気候・海水準変動等の自然現

象による影響を考慮しつつ，地下水流動を評価するための手法として，SMS（Sequential Modeling 

System of geological evolution impact on groundwater flow）が開発されている 23)。SMS では，

地形・地質構造の形状をモデル化し，時間とともに地形・地質構造を変化させつつ，地下水流動

の解析を行うことが可能であり，海水準や地下水の涵養量の変化に伴う地下水流動への影響を評

価できる。 

図 11 および図 12 に，一例として，海域から幌延地域を含む領域を対象に，地形・地質構造の

変遷をモデル化した例や海水準・地下水涵養量の変動を考慮した長期的な地下水流動の解析例 23)

を示す。 

 

 

図 11 幌延沿岸域を対象とした地形・地質構造の変遷モデルの例 23) 
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図 12 幌延沿岸域を対象とした海水準・地下水涵養量の変動を考慮した 

長期的な地下水流動の解析例 23) 

 

この例では，まず，現在の地殻変動の様式になる前（約 220 万年前）の地形・地質構造の形状

を復元し，これを初期状態と仮定した地形・地質構造モデルが作成された。次に，幌延沿岸域が

陸地化したと推定される約 130 万年前から現在までの期間を対象とし，この期間における地殻変

動の様式として現在と同様の東西方向での圧縮状態を考慮し，複数の時間ステップにおける地

形・地質構造モデルが作成された（図 11）。その後，各々の時間ステップにおいて地形・地質構

造モデルを反映した水理地質構造モデルが作成され，SMS を用いた地下水流動解析が行われた。SMS

による解析では，海水準変動（気候変動）と地下水の涵養量の変動を連動させ，温暖期の涵養量

は年間 100mm，寒冷期の涵養量は年間 0mm と各々仮定された。図 12には，幌延沿岸域を含む領域

での地下水の全水頭分布と塩分濃度分布の時間変化の様子を推定されている。ちなみに，塩分濃

度分布の解析結果において，現在の状態の推定結果を見ると，塩分濃度の低い淡水性地下水が沿

岸域の海底下に浸透しており，このような傾向は，前述した産総研による幌延沿岸域での物理探

査結果から推定された比抵抗構造のモデル図（図 6）と調和的である。このように，沿岸域も含め

た広域での地下水の流動性評価にあたり，地形・地質構造の変遷や海水準・地下水涵養量の変動

を考慮した長期的な影響を評価するための手法が例示され，現状での評価技術が提示されている12。 

 

５．２ 得られた成果の体系化に関わる取り組み 

 沿岸域を対象とした調査・評価にあたり，原子力機構では，幌延や瑞浪における深地層の研究

施設計画で整備された地上からの体系的な調査・評価技術および統合化データフローダイヤグラ

ム等を活用し，沿岸域を対象とした調査・評価で必要な情報とそれらの情報の取得にあたっての

一般的な技術的課題を整理（表 3）するとともに，沿岸域を対象とした場合の統合化データフロー

12 ちなみに，地質環境の長期的変遷として，堆積岩中の圧密作用と侵食作用の影響を考慮した評価も

可能にするため，解析プログラムの改良も進められている 24)。 
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ダイヤグラム（図 14）を作成した 2)。 

これにより，高レベル放射性廃棄物の地層処分の候補箇所として，仮に，沿岸域の場が想定さ

れた場合，処分場の評価にあたり重要になると考えられる地質環境特性やプロセスを把握する上

で必要な情報，取得すべきデータ，実施すべき調査項目等が判ると共に，得られたデータに基づ

く地質環境特性の概念化・モデル化を通じた場の解釈のための一連の流れが提示されている。 

また，幌延の沿岸域における既存情報の解釈とその結果に基づく地質環境概念モデルと地質構

造モデルの構築を通じ，地層処分にとって重要な地質環境の特性とプロセスを考慮し，幌延の沿

岸域における地上からの調査における技術的課題も抽出，整理（表 4）された 2)。なお，表 4で整

理された技術的課題の一部については，表 4に記された課題解決策を参考に，5.1 節に述べたよう

に，産総研や電中研により，幌延の沿岸域を一例に一連の調査・評価が実施され，技術の適用性

確認が行われた。 

さらに，幌延の沿岸域で適用された調査・評価技術については，沿岸域プロジェクトにおける

全体会議の場での議論も踏まえ，原子力機構が開発した次世代型サイト特性調査情報統合システ

ム（ISIS）の中で，地質環境調査の基本計画立案に関わるノウハウ／判断根拠として整理され，

判断支援エキスパートシステム（ES）に組み込まれた。ISIS の全体構成を図 13に示す 29)。 

 

図 13 次世代型サイト特性調査情報統合システム（ISIS）の全体構成 29) 

 

図 13 に示されるように，ISIS は，地質環境の調査計画策定支援・調査実施支援・地質環境モデ

ル構築支援のためのエキスパートシステム，これらエキスパートシステムを活用して構築される

地質環境モデルを可視化するためのツール，エキスパートシステムの利用・支援／作成のための

ツール，調査の工程管理・地質環境文書の作成ツールおよびこれらのシステムやツールを統合す

るマネジメントコクピットにより構成される 29)。ISIS は，一連の地質環境調査の進展により変化

する情報の質や量に対応し，効果的に地質環境調査を進めるため，計画を適宜変更するメカニズ

- �� -

JAEA-Review 2014-015



- 30 -

ム（専門家の判断等に基づく意思決定過程）を明示的に示し，計画立案・調査実施を支援するシ

ステムとして開発された 29)。ISIS では，幌延および瑞浪の深地層の研究施設計画で整備された本

プロジェクトを通じて得られた調査・評価技術や，幌延の沿岸域を対象とした沿岸域プロジェク

トを通じて得られた調査・評価技術に基づきエキスパートシステムの整備が進められ13，特定の地

質環境を対象とした調査評価技術の体系的な整備に向けた取り組みがなされた 29)。これらは，将

来，地層処分の実施主体が行う調査計画の立案・調査実施・評価を支援する上で活用できると共

に，安全規制機関が規制要件や基準類等を整備する際の判断根拠に関わる背景情報としても利用

可能なシステムとして提示された 29)。 

ここでは，沿岸域プロジェクトにおける議論を踏まえた成果として，ISIS の中での体系的整備

への取り組みの一環として行われた地質環境調査の手順整備の例 29)について説明する。図 15 に幌

延の沿岸域を対象とした地質環境調査の手順の例14を示す。手順としては，以下に記すような 6つ

の段階に分けられる。 

① 既存情報の収集 

・国内外における沿岸域を対象とした調査評価事例に関する知見を網羅的に収集。収集した情 

報をもとに共通した知見や調査評価方法等を整理 

・上記の情報の中から国内の情報に着目し，上記と同様な観点で情報を整理 

・さらに，幌延の沿岸域周辺に関わる情報に着目し，上記と同様な観点に加え，ローカルな視 

点での固有な情報についても整理 

・幌延沿岸域という対象地域の特性を踏まえ，統合化フローダイヤグラムを作成（幌延の深地 

層の研究施設計画で作成された統合化フローダイヤグラムを参考に適宜修正） 

② 既存情報の整理 

・①で収集した情報や整理された知見等をもとに，対象地域の地質環境調査の計画立案や地質 

環境モデル構築にあたり必要となる基礎資料を作成（対象領域の設定，既存情報に基づく予 

察的な地質環境モデルの作成，予察的地質環境モデルの不確実な部分の抽出・整理） 

③ 計画立案 

・対象地域の地質環境調査のための計画を立案。計画は，調査全体を包含するような基本計画 

と個別の調査についての個別計画を策定 

・基本計画では，調査項目，調査のための基本レイアウト，調査数量および基本工程等を包含 

・個別計画では，地質環境調査に係る個別の調査についての詳細な計画を包含 

④ 調査の実施 

・③で策定した個別計画に対応する調査を各々実施すると共に，調査結果について分析し，デ 

ータの信頼性や個々の調査結果の評価を実施 

・個別計画による調査結果の比較検討等を通じ，整合性の確認や調査結果の確からしさを評価 

・地質環境モデルの詳細化（1次元→2次元→3次元）を想定した調査の検討 

13 東濃地域や瑞浪地域における深部地質環境の調査技術開発を通じて得られた知見・経験，国外の地

層処分に関わる研究機関で得られた知見等に基づき，地球化学関連のエキスパートシステムの整備内

容については，岩月ら 31)により紹介されている。 
14 沿岸域プロジェクトを通じた地質環境調査手順の例は，実施体制や予算・工程的な制約等もあり，

実際の処分事業を想定した場合の理想的な手順とは言えないものの 29)，調査手順の一連の道筋を理解

する上では有効である。 
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（沈降史解析など）

古地形（汀線位置含む）の変遷
気候変動データ（汎地球的気候変動，古

気候・古植生データなど）

海上物理探査（重力探査，磁気探査，電気・

電磁探査，弾性波探査，地殻熱流量測定など）

岩石の室内調査・分析（岩石鉱物調査，

微化石分析，年代測定，物理特性試験，

力学試験など）

海底堆積物・岩石の室内調査・分析（岩

石鉱物調査，微化石分析，間隙水の分析

など）

岩芯の室内調査・分析

（岩石鉱物調査，微化石分析，年代測定，

古地磁気測定，透水試験，物理物性試験，

間隙水の分析，物質移動試験，力学試

験など）

岩石鉱物・化学特性データ

（岩石組織，鉱物・化学・同位体組成，変

質構造，溶解・沈殿組織，有機物量など）

古気候の変遷・気候変動の長期予測

地層・断層の形成

地形変化モデル

過去～現在の地殻変動

（応力場の変遷含む）

表層水理特性に関する情報

（河川流量，降水量，蒸発散量，地下水

位，植生など）

古気候調査（地形，堆積物，珪藻，古植

生，年代など）

長期地下水モニタリング

トレーサー試験

流体検層

水理試験

（単孔式，孔間水理試験など）

長期地下水位・水圧変動データ

海底湧水箇所・湧水量データ

物質移動特性データ（収着・拡散係数，

分散長，間隙構造など）

深層水理特性データ

（間隙水圧，透水係数，拡散係数など）

表層水理特性データ（河川流量，降水量，

蒸発散量，地下水位，植生など）

涵養量／地下水面分布

涵養量の変化

水頭分布（深層部の水圧分布）

水理特性の変化

地下水流動解析（濃度や

密度を考慮した解析）

地下水流動解析（濃度や

密度，天然現象の変遷を
考慮した解析）

水理地質構造発達モデル

深層水理特性に関する情報

（間隙水圧，透水係数など）

対象岩盤の水理特性

周辺岩盤の水理特性

不連続構造の水理特性

岩盤力学，熱特性，初期応力などに

関する情報

海水の採水調査

（海水，海底湧水などの化学分析）

地下水の採水調査（化学分析，同位体分

析，原位置物理化学パラメータ計測など）

海水の地球化学特性データ

（海水，海底湧水，間隙水の水質など）

地球化学モデル

海域における水理特性調査

（海底湧水箇所，海底堆積物の透水性調査

など）

地下水の地球化学特性データ

（化学成分，同位体，コロイド，有機物，

微生物など）

地殻変動解析

地
下
の
温
度
環
境

岩盤の熱特性

岩盤の熱特性の時間変化

地温勾配分布

初期応力データ

岩盤力学・熱特性データ（一軸圧縮強度，

ヤング率，熱伝導率，地温勾配など）

対象岩盤／周辺岩盤の物理特性，

力学・熱特性

初期応力状態

岩盤力学モデル 応力解析・掘削解析

地表水の採水調査

（降水・河川水などの化学分析）

水質に関する情報

（降水，河川水，地下水，海水などの化学

組成，同位体など）

対象岩盤／不連続構造中の長期

物質移動現象

対象岩盤／不連続構造中の地下水

流動プロセス

岩盤物理特性データ（弾性波速度，間隙

率，密度，比抵抗など）

対象岩盤／不連続構造中の物質移動
プロセス（移流，分散，拡散，コロ

イド移行，二相流など）

対象岩盤中の地下水の地球化学特性
（水質，同位体など）

周辺岩盤中の地下水の地球化学特性
（水質，同位体など）

不連続構造中の地下水の地球化学
特性（水質，同位体など）

対象岩盤中の岩石の岩石鉱物・化
学特性（化学組成，同位体比など）

周辺岩盤中の岩石の岩石鉱物・化
学特性（化学組成，同位体比など）

不連続構造中の岩石の岩石鉱物
・化学特性（化学組成，同位体比

など）

対象岩盤／不連続構造中の物質移動
場の構造特性，収着・拡散特性

表層水の地球化学特性データ

（化学成分，同位体，コロイド，有機物，

微生物など）

物質移動概念モデル

現在を対象とした調査・解析
に関係する項目

地質環境の長期変遷に係わる
調査・解析に関係する項目

地質環境の長期変遷に係わる
調査・解析の流れ

現在を対象とした調査・解析
の流れ

整合性の確認 分岐／合流しない流れ分岐／合流する流れ
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⑤ 地質環境モデルの構築・更新 

・④の調査の実施に基づき，地質環境モデル（地質モデル，水理地質モデル，地球化学モデル， 

岩盤力学モデル等）を構築。また，分野毎のモデル間での整合／不整合についても確認 

・調査の進展に伴い，適宜，地質環境モデルを更新。また，モデルの詳細化に伴う更新も検討 

⑥ 地質環境モデルに基づく評価 

・⑤で構築／更新された地質環境モデルをもとに，不確実性を踏まえて対象地域を評価 

 

 

図 15 幌延の沿岸域を例にした地質環境調査の手順整備の例 29) 

 

上述したような調査手順の作成を通じて得られた知見や経験は，ISIS における調査計画策定支

援エキスパートシステムに反映され，沿岸域における立案のノウハウとして提示された 29)。また，

4 章で個別に記述した沿岸域を対象とした地質環境調査方法の構築や地質環境基本計画立案にあ

たっての留意事項等もノウハウ／判断根拠として整理され，判断支援エキスパートシステムに反

映されている 29)。このように，沿岸域プロジェクトを通じて得られた成果についても，幌延およ
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び瑞浪の深地層の研究施設計画で整備された調査・評価技術と共に，ISIS の中で体系的に整備す

るような取り組みが図られている 29)。 

 

 

６．おわりに 

 

平成 19 年度～平成 24 年度までの 6年間にわたり実施された沿岸域プロジェクトについて，プ

ロジェクトに関係した各機関による連携・協力の枠組みや各機関が参加する全体会議で議論され

た内容等を中心に整理した。また，沿岸域プロジェクトにおける議論も踏まえ，各関係機関によ

り実施された調査・評価により得られた成果の例や，得られた成果の体系化に向けた取り組みの

例についても紹介した。このように，沿岸域プロジェクトを通じて実施された沿岸域における物

理探査，ボーリング調査等の成果を踏まえ，沿岸域を対象とした調査・評価技術が整備されると

共に，それらに基づいた調査方法や手順等が整備され，成果の体系的な整理が進められた。さら

に，沿岸域を対象とした地下水流動の評価では，地質・地質構造，水理，地球化学条件等の調査・

評価技術で得られた成果をもとに，長期的な変動を予測する手法を開発するため，各分野の成果

を統合しつつ評価するような検討も進められた。 

沿岸域の地質環境については，内陸地域に比べて調査実績が少なかったが，幌延の沿岸域を対

象として進められた沿岸域プロジェクトにより，多くの知見や経験が蓄積され，それらに基づい

たノウハウ／判断根拠も整理されつつある。沿岸域を対象とした調査・評価技術の整備について

は，沿岸域プロジェクトで得られた知見や経験も踏まえ，今後は，他地域の沿岸域や海域を対象

として，調査・評価技術の改良や適用性確認を行い，調査・評価技術の精度向上や高度化が必要

になると考えられる。また，沿岸域プロジェクトの成果の一部も反映されている次世代型サイト

特性調査情報統合システム（ISIS）についても，将来，地層処分の実施主体や安全規制機関が各々

の立場で有効に活用できるよう，引き続き，得られた成果の体系化に向けた取り組みが必要であ

ると考えられる。 
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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ 1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン AsC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB    

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）
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